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平成２３年度「成長分野等における中核的専門人材養成の戦略的推進事業」 

医療・福祉・健康(スポーツ)分野産学コンソーシアムの進捗状況 【報告】 

 

コンソーシアム代表機関 

学校法人滋慶学園  東京スポーツ・レクリエーション専門学校 

 

 

１．事業目的 

本事業では、健康サービス分野（スポーツ・フィットネス業界）に従事する専門人材の人的ニーズや能

力要件等に関する調査研究を行い、その結果に基づき、専門人材の「職業能力評価基準」（日本版

NVQ）を開発する。更に「職業能力評価基準」を試験的に適用し、その有用性等の検証を行う。その目

的は、「スポーツ基本法」の趣旨に則り、健康大国・スポーツ立国の推進に貢献できる中核的専門人

材の養成と資質向上を図ることである。 

 

２．事業内容 

本事業では、「スポーツ基本法」が示す基本理念や基本的な施策を踏まえ、これからの我が国におけ

る健康大国・スポーツ立国の推進に貢献できる質の高い専門人材の養成と資質の向上を図ることを

目的として、健康サービス分野（スポーツ・フィットネス業界）の専門人材に関する「職業能力評価基

準」を開発する。具体的には「スポーツ基本法」が示す専門人材「スポーツの指導者その他スポーツの

推進に寄与する人材」を踏まえ、以下に示す 3 つの分野の専門人材を対象として、現状調査、人材要

件の明確化、能力評価の標準化等に関する検討を行う。 

＜検討対象の 3 つの分野の専門人材＞ 

① 各スポーツ現場で共通的に活躍するスポーツトレーナー 

② 総合地域スポーツ施設で必要とされる人材 

③ 障害者スポーツの支援人材 

 

具体的には、次の①から③の取組を行う。 

 

① 現状調査の実施 

上記の 3 つの分野の専門人材を対象に、各専門人材の業務や能力、及びそれに関連する業界の実

状や動向等に関する調査を実施する。 

ここで想定している調査の項目は以下の通りである。 

○関連資格 

専門人材の業務遂行や能力の評価等に関する資格の内容等に関する調査 

 

○教育訓練・カリキュラム基準等の事例 

専門人材を養成する教育機関・訓練施設等における教育訓練の内容やカリキュラム等に関する調査 
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○職業能力評価の事例 

他業界・他分野を含む職業能力評価の事例に関する調査（例えば、中央職業能力開発協会「職業能

力評価基準」等） 

 

○業界における人材ニーズや能力要件 

業界が求める専門人材の専門性や能力等に関する調査 

医療・介護現場が求める専門性や連携能力等に関する調査 

 

○障害者スポーツへの対応 

障害者スポーツの実施状況や支援等の現状に関する調査 

 

○業界動向 

健康サービス分野（スポーツ・フィットネス業界）の動向等に関する調査 

 

② 職業能力評価基準の開発 

上記①の「現状調査」の結果に基づき、本取組において評価基準策定の対象とする専門人材に関す

る検討を行い、その結果を踏まえて専門人材に求められる職業能力項目とその評価基準を策定す

る。 

この「職業能力評価基準」では、職業教育段階にある学生の能力も評価の範囲とし、専門人材として

活躍する就業以降の能力評価と連続性を持った一体的な枠組みとする。また、この基準を教育活動

の評価にも活用する方策についての検討も想定とする。 

これにより、学校教育と実務の接続性をより一層高め、専門教育・職業教育の実効性の向上を図る。 

 

③ 職業能力評価基準の検証 

開発した「職業能力評価基準」を試験的に適用し、その妥当性や有効性の検証を行う。その結果に応

じて、「職業能力評価基準」の改善を図る。障害者スポーツ支援人材については、現状調査の結果を

踏まえて検討する。 

ここで想定している基準検証の観点は以下の通りである。 

・能力項目の妥当性、有用性 

・設定レベルの妥当性、有用性 

・評価基準の妥当性、有用性 

・評価方法の妥当性、有用性 

 

検証については時間の関係上実施による検証は困難であることから、各方面の関連識者に上記に４

項目についてのヒアリング・評価を仰ぎ、今後の検討に活用する。 
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４．産学コンソーシアムの構成員・構成機関等 
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（３） 産学コンソーシアムの下部組織　（設置は任意）

日本フィットネス協会

基準作成担当

調査担当

斎藤　敏一

氏名 所属・職名 役割等

東京

（株）ルネサンス

東京

所属・職名

健康体力づくり事業財団

日本サッカー協会

日本バレーボール協会

日本卓球協会

日本フェンシング協会

ヤクルトスワローズ

基準作成協力

ＦＣ東京

Ｙ’ｓアスリートサポートクラブ

Ｒ－ＢＯＤＹプロジェクト

都道府県名

東京

東京

東京

東京

東京

東京

東京

石井　荘一

池田　千佳子

氏名

（２）協力者等

役割等

東京

都道府県名

関口　正雄 東京メディカルスポーツ専門学校　学校長 取り纏め 東京

鈴木 岳

山本 晃永

名称（　調査分科会　）　　　　　　

鶴見　幸子 日本フィットネス協会　理事長 実施 東京

長原　正雄 大阪社会体育専門学校　学長 実施 大阪

近藤　雅臣 大阪ハイテクノロジー専門学校　学校長 実施 大阪

名称（　基準作成分科会　）　　　　　　

菊　幸一 筑波大学大学院 助言 茨城

関口　正雄 東京スポーツ・レクリエーション専門学校 取り纏め 東京

塩野　寛 北海道ハイテクノロジー専門学校　学校長 作成 北海道

福岡

私立専門学校等評価研究機構　事務局長 作成 東京

東京作成（株）ルネサンス　代表取締役会長

田中　輝男 福岡医健専門学校　学校長 実施

名称（　評価分科会　）　　　　　　

大橋　寛太

永井　誠

真崎　裕子

調査実施協力

調査実施協力

評価実施協力

基準作成協力

評価実施協力

調査実施協力

後関　慎司

調査実施協力

齋藤　桂三 調査実施協力

東京

小岩　孝一



－12－

 
 

５．会議（委員会、分科会等）の開催実績と今後の予定（２３年度内） 

第一回実施委員会 

日時：12 月 5 日 14:00～16:00 

議題 

(1)委員自己紹介 

(2)本事業の概要 

(3)意見交換 

(4)今後の進め方 

 

第二回実施委員会 

日時：2 月 3 日 13:00～15:00 

議題： 

(1)調査研究の中間報告 

(2)意見交換 

(3)今後のスケジュール 

 

第三回実施委員会（開催予定） 

日時：2 月 29 日（13:30～15:30） 

議題 

(1)調査研究の中間報告 

(2)意見交換 

(3)今後のスケジュール 

 

第四回実施委員会（開催予定） 

日時：3 月上旬 

 

 

６．アンケート調査やヒアリング調査について 

アンケート、インタビュー実施企業・団体 

＜プロチーム＞ 

ヤクルトスワローズ 

ジャイアンツアカデミー 

FC 東京 

JEF ユナイテッド 

ベガルタ仙台 

モンテディオ山形 

バルドラール浦安 
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名古屋オーシャンズ 

BJ リーグ その他 

 

＜地域型総合スポーツクラブ＞ 

ジュビロ磐田 

アルビレックス新潟 

習志野ベイサイドスポーツクラブ 

調布 SHC 倶楽部 

所沢市西地区総合型地域スポーツクラブ 

コミュニティネット SSC 大泉 

新宿チャレンジスポーツ文化クラブ 

さいたまスポーツクラブ その他 

 

＜業界団体＞ 

日本サッカー協会 

日本バレーボール協会 

日本卓球協会 

日本フェンシング協会 

日本陸上競技連盟 

日本車椅子バスケットボール連盟 その他 

 

＜関連企業・機関・学校＞ 

フィットネスクラブ各社 

健康体力づくり事業団体 

東京予防医学協会 

当該資格取得支援学校 

各種コーチ／トレーナー養成機関 その他 

アンケート開始時期 

2011 年 11 月〜 

対象：雇用者、従業者、利用者 

方法：①データによるアンケートの送信→依頼先でのプリント及び回答 

    ②直接インタビュー 

現状での回収率は 50％程度（回答頂けない場合も想定されます） 

 

現状での雇用や評価についての把握、将来への展望や希望を問う事により、種目等の環境による差

異や共通点を探り、統一した基準を設ける足掛かりとする。 
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７．モデル・カリキュラム基準と評価基準について 

①スポーツトレーナーについては種目や業界ごとに要件が様々である事を受け、共通の必要十分条

件となる項目を抽出。また、複数の資格が混在している現状を受け、各資格との関連性を考え、九通

する評価項目を資格と関連づけ、モデル・カリキュラムを評価する仕組みの構築を目指す。一定の項

目に関して医療知識、リハビリ、ストレングス等、モジュール化して項目を構成し、資格の取得要件と

重複する場合に評価とする相関関係を明確化する。 

 

②総合型地域スポーツクラブ人材については、現状の調査結果から、多くの雇用が発生する見込み

が得られていないが。各クラブが抱える問題や課題は抽出されたので、その問題を解決し、課題を達

成出来る人材をモデルとしてモデル・カリキュラム基準及び評価基準の考案を目指す。 

 

③障害者スポーツについては、スポーツトレーナー及び総合型地域スポーツクラブ人材に関する調査

と同時に障害者を対象にしたトレーナー活動の経験者や障害者団体への施設提供者等に調査を実

施、基本的にはスポーツトレーナーと同様の素養等が求められているとの意見として多く集まっている

が、引き続き、課題の抽出等を行う予定。 

 

④三つの人材に共通することとして、スポーツトレーナー等が生涯にわたってキャリアパスが描けるよ

う、必要な知識・技術・技能をレベルごとに体系的にユニット化し、それらの積み上げが評価される「学

習ユニット積上げ方式」によるアクセスしやすい学習環境の整備を目指す。 

 

⑤スポーツ産業界とスポーツ関係の学校との連携による中核的専門人材養成を目的とした教育の質

の保証・向上の仕組みづくりを目指す。その際、学生が学んだことが修得されているかどうかを図る達

成度評価の評価指標等を含めた手法や、学校活動における専門的な評価指標等の開発を目指す。 

 

８．次年度以降の取組方針 

次年度以降は、本事業の推進組織「スポーツ専門人材養成コンソーシアム」を基盤として、関連団体・

組織や専門学校等の組織化を図り、本事業の成果の発展・充実化と普及促進に努める考えである。

新たな展開方策として想定されるのは、「職業能力評価基準」をベースとした「教育訓練ロードマップ」

（教育訓練体系）と「教育訓練プログラム（モジュール）」を策定し、社会人等の実践的な職業能力を育

成する効果的な学習体系を構築することを目指すことである。体制・組織の整備と学習システムの拡

充という二つの側面から活動を継続していく予定である。 

 

以 上 
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